
公共事業関係費の推移（政府全体）

１．国土強靱化がようやく定着、令和３年度から７年度まで５か年加速化対策

［事業量の確保］

［質の改善］
２．建設産業は赤字続きだったが２４年度（自公政権で補正）以降若干改善

３．設計技術者単価を上げた ４．従業者賃金も上昇
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中小企業売上高営業利益率（資本金１億円未満）
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３か年緊急対策
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加速化対策

命と国土を守ろう！強靱化の灯を消すな！自公政権絶対堅持！

補正（自公政権）

５．自公政権絶対堅持！国土強靱化と建設産業の就業環境の改善を進めるぞ！

（％）

設計業務委託等技術者単価 全職種単純平均値の推移 男性労働者の年間賃金の推移

（千円）

当初予算

H24 4.6兆円

R2
6.1+0.8
兆円

R2/
H24

1.5倍

建 設 業 製 造 業

H23 ０．６ ２

R1 ３．５ ２．６

（単位：％）

5,296.8
5,609.7

4,478.6

4,786.9

3,915.7

4,623.9

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

H
2

1

H
2

2

H
2

3

H
2

4

H
2

5

H
2

6

H
2

7

H
2

8

H
2

9

H
3

0

R
1

全産業男性労働
者

製造業男性生産
労働者

建設業男性生産
労働者

+5.9%

+6.9%

+18.1%

H24→R1

31,248 

40,890 

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

Ｈ
2

1

Ｈ
2

2

Ｈ
2

3

Ｈ
2

4

Ｈ
2

5

Ｈ
2

6

Ｈ
2

7

Ｈ
2

8

Ｈ
2

9

H
3

0

H
3

1

R
2

R
3

9年連続の上昇

H24→R3 +30.9%

（円）


